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様式第１号（第７条関係） 

 

年 月 日 

 

  年度えがお咲く若者未来共創事業補助金交付申請書 

 

（宛先）伊勢崎市長 

 

                             申請者 所在地  

                             団体の名称 

                             代表者・氏名  

 

    年度において、伊勢崎市えがお咲く若者未来共創事業補助金の交付を受けたいので、伊勢崎市補助金等

交付規則第４条（平成１７年伊勢崎市規則第４４号。以下「規則」という。）の規定により、関係書類を添え、次

のとおり申請します。 

なお、補助金の交付を受けるに当たっては、規則及び伊勢崎市えがお咲く若者未来共創事業補助金交付要綱を

遵守します。 

 

１ 申請の内容 

補助事業等の名称  

交付を受けようとする補助金等の額 金    円 

 

２ 前金払を必要とする理由 

  

 

 

３ 添付書類 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵ 収支予算書（様式第３号） 

⑶ 団体概要書（様式第４号） 

⑷ 団体名簿（任意様式：氏名、住所、生年月日、年齢等を記入） 

⑸ 規約、定款その他これらに類する書類（ある場合） 

⑹ カタログ又は見積書の写し（備品購入がある場合） 
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様式第２号（第８条関係） 

年 月 日 

事業計画書 

 

団体の名称  

補助事業等

の名称 
  

事業の趣旨・

目的 

市の総合計

画上の位置

付け 

事業内容・特

徴 

事業実施期

間 

年 月 日 から 

年 月 日 まで 

参加費等の

有無 
無   ・   有（        円 ） 

事業計画 

時期 内容 事業実施場所 

事業の実施

により期待

される効果 

協働連携団

体 

団体の名称 代表者名 

  

  

類似する補

助金の受領

（予定も含

む。）の有無 

有   ・   無 

事業を行うきっかけや課題認識、背景を記載。 

解決したい地域課題・社会課題、事業の対象者・

解決策を必ず記入 

令和 8 年 2 月 28 日まで

に完了する事業 
対象者等の事業規模、

事業内容を詳細に記載 

事業を実施することで得

られる市民（地域）への

効果や波及効果などにつ

いて記載 

他団体との協働連携事業の場場合

には、期待される効果を必ず記載 

他に補助金を受領（予定を含

む。）する場合は、申請でき

ません。 

市の総合計画の重点施策を記載 

市のホームページで確認できます 
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【事業計画書添付書類】 

年 月 日 

 

 

審査項目ごとの事業説明 

 

審査項目 審査基準 事業説明 

公共性・

公益性 

・まちづくりや地域へ貢献で

きるものであるか 

・趣味的で対象者が極めて限

られる活動ではないか 

など 

主体性・

積極性 

・自主的に企画・運営・実施

するものであるか 

・積極的に協働する姿勢があ

るか 

など 
 

実現性・

計画性 

・事業計画・収支計画の具体

性・妥当性があるか 

・事業遂行が実現可能なもの

であるか 

など 
 

独創性・

発展性 

・若者ならではの夢や独創

性、創意工夫がみられるか 

・今後の活動につながる取組

や発展し得る事業である

か 

など 

啓発性・

ＰＲ性 

・市民をはじめ市内外への発

信力はあるか 

・実施に当たってのＰＲ方法

はどうか 

など 

 

書類審査における事業説明になります。 

事業説明の中では、具体的な数値（この事業を行うことで、こういった○

人の方を□人に減らしたい など）をできる限り記入してください。 

地域にとって実施事業

が必要である点を掲

げ、地域課題や社会課

題の解決、魅力の向上

という視点に着目 

実施事業を通じて、新

たな人とのつながりが

広がることや、地域 

力の向上につながると

いう視点に着目 

実施事業について、補

助期間中どのように展

開していくのか、 

補助金終了後も活動に

必要な人材は確保でき

るのかなどに着目 
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様式第３号（第８条関係） 

年 月 日 

収支予算書 
１ 収入の部                                     （単位：円） 

項 目 金 額 説 明（内訳・内容等） 

市からの補助金 （Ａ）           

自己資金  

参加費等  

協賛金・寄附  

その他  

合 計   

 
２ 支出の部                                     （単位：円） 

項 目 金 額 
 

説 明（内訳・内容等） うち補助対象 
経費 

報償費 

旅費 

消耗品費 

印刷製本費 

原材料費 

燃料費 

通信運搬費 

保険料 

委託料 

使用料及び賃借料 

備品購入費 

その他 

合 計 （Ｂ）   

 
３ 市からの補助金の算出方法 

補助対象経費（Ｂ）   補助率            

       ☓ ２／３ ＝       ・・・① 

                   （千円未満切捨） 

  補助金上限額 ２０万円 ・・・② 

  ①と②を比較して、小さい方の額が市からの補助金（Ａ）となります。 
 
  よって、市からの補助金額（Ａ）＝       
 

              

              



17 

 

様式第４号（第８条関係） 

年 月 日 

 

団体概要書 

団体の名称 
（フリガナ） 

 

所在地 
〒 

 

代表者氏名 
（フリガナ） 

 

連絡担当者 

 

日常的に連絡 

が取れる方 

氏名  

住所 
〒 

 

ＴＥＬ  

ＦＡＸ  

Eメール  

設立年月   年     月 

構成員数    人（うち市内在住・在勤・在学   人） 

団体の目的 
 

主な活動場所 
 

主な活動内容・実績 

 

 

団体名簿（２名の場合） 

※構成員が３名以上の場合は、任意の様式で作成すること 

氏名 住所 生年月日・年齢 役職 

  年  月  日（  歳）  

  年  月  日（  歳）  

申請日時点において２名以上の若者で構成され、団体の構成員の８割以上の若者で構成されています。 

書類等の送付先、連絡窓口の責任者を記載 

なお、代表者の場合は「同上」と記載 

団体の活動（事業）目的を記載 

本制度活用のために立ち上げた場合は、その目的を記載 

成立から現在までの団体の主な活動実績について記載

（当市の補助金、助成金等の交付実績等を含む） 
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